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別記様式（第２条関係） 

会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 庁 議 

開 催 日 時 令和６年１月２９日（月）午前９時５５分～午前１１時 

開 催 場 所 ３０１会議室 

出席者及び 

欠 席 者 

出席者：市長、副市長、教育長、企画財政部長、総務部長、総務部危機

管理担当部長、市民部長、協働推進部長、環境部長、健康福祉

部長、健康福祉部高齢・障害担当部長、子ども家庭部長、都市

整備部長、都市整備部建設管理担当部長、教育部長、教育部学

校教育担当部長、議会事務局長、会計管理者 

欠席者：なし 

議 題 
１ 令和６年第１回市議会定例会提出議案について 

２ その他 

結 論 
（ 決 定 し た 方

針、残された問
題点、保留事項
等を記載する。） 

議題１：提案のとおり提出議案として決定する。 

議題２：第１回市議会定例会の招集期日は、２月２７日（火）である。 

審 議 経 過 
（主な意見等を

原則として発言
順に記載し、同
一内容は一つに

まとめる。) 

議題１ 令和６年第１回市議会定例会提出議案について 

⑴ 専決処分の承認を求めることについて 

（環境部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規

定に基づき、議会を招集する時間的余裕がなく専決処分したので、

同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

令和５年３月１９日（日）、シドメ久保第二運動広場の利用者の

いずれかが打った硬式野球ボールが、近隣住宅の屋根に当たり、

屋根の一部を破損したため、損害額６０５，０００円を支払うも

のである。 

なお、専決処分年月日については令和５年１２月２５日、専決

処分番号については令和５年専決第８号である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑵ 専決処分の承認を求めることについて 

（企画財政部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規

定に基づき、議会を招集する時間的余裕がなく専決処分したので、

同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

令和５年度武蔵村山市一般会計補正予算（第９号）を以下のと

おり専決処分するものである。 



- 2 - 

補正予算額は１億７，２５０万円、補正後歳入歳出総額は３４

２億９，３５６万６千円である。 

歳入概要としては、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

である。 

歳出概要としては、低所得世帯に対する生活支援特別給付金給

付事業である。 

なお、専決処分年月日については令和６年１月１９日、専決処

分番号については令和６年専決第１号である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 ⑶ 令和６年度武蔵村山市一般会計予算 

（企画財政部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規

定により、本案を提出する。 

歳入歳出総額は３５５億９，２４６万８千円、対前年度比較は、

４４億５，８６４万２千円（１４．３％増）である。前年度予算

額は３１１億３，３８２万６千円である。 

歳入概要としては、市税１０３億５，５９２万２千円、国庫支

出金９２億７，４９３万５千円及び都支出金５３億４，５９８万

３千円である。 

歳出概要としては、民生費１６５億４，８２８万１千円及び消

防費５２億２，９０２万７千円、教育費４１億２，５８１万５千

円である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑷ 令和６年度武蔵村山市国民健康保険事業特別会計予算 

（市民部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規

定により、本案を提出する。 

歳入歳出総額は７８億４，８１８万３千円、対前年度比較は、

△２億９９万２千円（２．５％減）である。前年度予算額は８０

億４，９１７万５千円である。 

歳入概要としては、国民健康保険税、保険給付費等交付金等の

都支出金、一般会計繰入金等を計上するものである。 

歳出概要としては、職員人件費等の総務費、保険給付費、東京

都へ納付する国民健康保険事業費納付金、特定健康診査等事業費

等の保健事業費等を計上するものである。 
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（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑸ 令和６年度武蔵村山市介護保険特別会計予算 

（高齢・障害担当部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規

定により、本案を提出する。 

歳入歳出総額は５９億４，０２７万３千円、対前年度比較は、

２億２，３１６万２千円（３．９％増）である。前年度予算額は

５７億１，７１１万１千円である。 

歳入概要としては、介護保険料、国庫支出金、支払基金交付金、

都支出金等を計上する。 

歳出概要としては、総務費、保険給付費、地域支援事業費等を

計上する。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑹ 令和６年度武蔵村山市都市核地区土地区画整理事業特別会計予

算 

（都市整備部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規

定により、本案を提出する。 

歳入歳出総額は１７億９，５０２万１千円、対前年度比較は、

１億５，５５１万４千円（約９％増）である。前年度予算額は 

１６億３，９５０万７千円である。 

歳入概要としては、保留地処分金７，９８９万円、国庫支出金

１億４，１２５万円、都補助金１億３０５万円、一般会計繰入金

９億７，０８１万８千円、市債５億円である。 

歳出概要としては、総務費４，１５０万２千円、事業費１４億

８，６４０万６千円、公債費２億６，６１１万３千円である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑺ 令和６年度武蔵村山市後期高齢者医療特別会計予算 

（市民部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１１条第１項の規

定により、本案を提出する。 

歳入歳出総額は２０億２，１４６万８千円、対前年度比較は、

４，９１４万５千円（２．５％増）である。前年度予算額は１９
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億７，２３２万３千円である。 

歳入概要としては、後期高齢者医療保険料、一般会計繰入金、

東京都後期高齢者広域連合からの受託金等の諸収入等を計上する

ものである。 

歳出概要としては、職員人件費等の総務費、広域連合負担金、

健康診査等の保健事業費、葬祭諸費等を計上するものである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑻ 令和６年度武蔵村山市下水道事業会計予算 

（建設管理担当部長提出） 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２４条第２項

の規定により、本案を提出する。 

収益的収入の予算総額は１３億７，１６３万１千円（前年度比

４．１％減）、収益的支出の予算総額は１３億３，０７０万４千円

（前年度比０．４％減）である。予算の主な内容は、下水道事業

の主な収益である下水道使用料、手数料収入等及び事業活動に要

する人件費、管渠の維持管理費、使用料徴収委託費等の経費を計

上するものである。 

資本的収入の予算総額は１６億４，６２９万６千円（前年度比

１６２．０％増）、資本的支出の予算総額は１９億８，１４２万６

千円（前年度比１３６．７％増）である。予算の主な内容は、下

水道ストックマネジメント計画に基づく管渠調査等、新青梅街道

拡幅に伴う管渠改良工事、空堀川整備工事に伴う管渠改良工事、

道路改良工事に伴う管渠改良工事等に要する経費及び財源を計上

するものである。 

なお、資本的収支は大幅増となっているが、主には、新青梅街

道拡幅に伴う管渠改良工事に対して、収入では起債の増、支出で

は建設改良費等の増によるものである。 

 （結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑼ 武蔵村山市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部

を改正する条例 

（総務部長提出） 

 夏期休暇の取得期間が業務の繁忙期等に当たり、夏期休暇の取

得が困難であると認められる職員について、当該休暇の取得期間

を拡大する必要があるため、本案を提出する。 

業務の繁忙期等により７月から９月までの間に夏期休暇の取得
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が困難と認められる職員の夏期休暇の取得期間を６月から１０月

までに拡大するもの。 

施行期日については、公布の日からとする。 

なお、職員組合には情報提供予定である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑽ 武蔵村山市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例 

（総務部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の一部改正に伴い、会

計年度任用職員に対して勤勉手当を支給する必要があるので、本

案を提出する。 

支給対象者は、次のア～ウの条件を全て満たす会計年度任用職

員に支給する。ア：基準日（６月１日及び１２月１日）に在職し

ていること。イ：一会計年度において任用される期間が通算して

６月以上であること。ウ：一週間当たりの勤務時間の平均が２０

時間以上であること。 

支給割合は、一般職員の勤勉手当の支給割合（６月及び１２月

に１００分の１１２．５）を適用する。 

施行期日については、令和６年４月１日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑾ 武蔵村山市事務手数料条例の一部を改正する条例 

（市民部長提出） 

戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の一部改正に伴い、事務

手数料条例の別表の一部を改正する必要があるので、本案を提出

する。 

事務手数料を徴収する事項について、他市町村の戸籍証明書の

広域交付、戸籍及び除籍の電子証明書提供用識別符号の発行、他

市町村が受理した届書等情報の内容証明及びその閲覧を追加す

る。 

施行期日については、令和６年３月１日からとする。 

なお、次の事務の手数料は、「地方公共団体の手数料の標準に関

する政令」に従い、武蔵村山市事務手数料条例で定めるものであ

り、原則として全国的に同額である。 

・他市区町村にある戸籍全部事項証明書の交付 ４５０円 

・他市区町村にある除籍全部事項証明書の交付 ７５０円 

・届書等情報内容証明書の交付及び閲覧    ３５０円 
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・戸籍電子証明書提供用識別符号の発行    ４００円 

・除籍電子証明書提供用識別符号の発行    ７００円 

  （結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑿ 武蔵村山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営

に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

（子ども家庭部長提出） 

母体保護法施行規則等の一部を改正する内閣府令（令和５年内

閣府令第８６号）が公布されたことに伴い、特定教育・保育施設

及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の

運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一部改正が

あったため、規定を整備する必要があるので、本案を提出する。 

１点目は、第２３条第１項中「重要事項を掲示しなければなら

ない。」を「重要事項を掲示するとともに、電気通信回線に接続し

て行う自動公衆送信（公衆によって直接受信されることを目的と

して公衆からの求めに応じ自動的に送信を行うことをいい、放送

又は有線放送に該当するものを除く。）により公衆の閲覧に供しな

ければならない。」に改める。 

２点目は、その他所要の改正を行う。 

施行期日については、令和６年４月１日からとする。 

 （結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒀ 武蔵村山市子ども・子育て会議条例の一部を改正する条例 

（子ども家庭部長提出） 

令和６年度組織改正において、子ども政策課が新たに組織され

ることに伴い、規定を整備する必要があるので、本案を提出する。 

第７条「子ども家庭部子ども青少年課」を「子ども家庭部子ど

も政策課」に改める。 

施行期日については、令和６年４月１日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒁ 武蔵村山市児童遊園条例の一部を改正する条例 

（環境部長提出） 

児童の健全な遊びの用に供する施設の充実を図るため、新たに

三ツ木一丁目東児童遊園を設置する必要があるので、本案を提出

する。 

第３条別表に「三ツ木一丁目東児童遊園 武蔵村山市三ツ木一
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丁目１２番地の８」を加える。 

施行期日については、公布の日からとする。 

なお、三ツ木一丁目東児童遊園の設置は、都市計画法第２９条

の開発行為に伴う無償譲渡によるものである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒂ 武蔵村山市敬老金支給に関する条例の一部を改正する条例 

（高齢・障害担当部長提出） 

敬老金の支給要件及び支給額を改めるとともに、長寿祝い金の

支給について定める必要があるので、本案を提出する。 

１点目は、７７歳及び９９歳である者への敬老金の支給を廃止

する。 

２点目は、８８歳である者への敬老金の支給額を５，０００円

から１０，０００円に改める。 

３点目は、１００歳の誕生日を迎える者に長寿祝い金として３

０，０００円を支給することについて定める。 

施行期日については、令和６年４月１日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒃ 武蔵村山市子どもの医療費の助成に関する条例の一部を改正す

る条例 

（子ども家庭部長提出） 

子育て支援の充実を図るため、令和６年１０月１日から、義務

教育就学児医療費助成の自己負担の撤廃及び高校生等医療費助成

の所得制限及び自己負担を撤廃することに伴い、規定を整備する

必要があるので、本案を提出する。 

１点目は、第４条（所得の制限）の規定を削除する。 

２点目は、第６条（助成の範囲）第１項第２号中「通院に係る

医療費の対象者負担額」の規定を削除する。 

３点目、その他条ずれ等に係る所要の改正を行う。 

施行期日については、令和６年１０月１日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒄ 武蔵村山市国民健康保険税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

（市民部長提出） 

国民健康保険税の税率等を改定する必要があるので、本案を提

出する。 
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税率等の改定については、国民健康保険運営協議会に諮問し、

現在協議中であるため、未定である。 

なお、国民健康保険運営協議会については、１月３１日を最終

の開催予定としている。 

施行期日については、令和６年４月１日からとする。 

 （結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒅ 武蔵村山市介護保険条例の一部を改正する条例 

（高齢・障害担当部長提出） 

令和６年度から令和８年度までの各年度における介護保険の保

険料率を定めるとともに、介護認定審査会の委員の定数を改める

必要があるので、本案を提出する。 

１点目は、第１号被保険者の保険料の各段階保険料の額を改め

る。 

２点目は、介護認定審査会の委員の定数を３０人から３２人に

改める。 

施行期日については、令和６年４月１日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒆ 武蔵村山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

（高齢・障害担当部長提出） 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）の一部改正に伴い、管

理者の兼務範囲等について改めるとともに、身体的拘束等の適正

化のための措置、事業所の運営規程の概要等の重要事項の掲示方

法等について定め、併せて規定を整備する必要があるので、本案

を提出する。 

１点目は、管理者が兼務できる範囲を同一敷地内における他の

事業所、施設でなくても差し支えないよう改める。 

２点目は、身体的拘束等の適正化を推進する観点から緊急やむ

を得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこと及び

その記録を義務付けるよう定める。 

３点目は、事業所の運営規程の概要等の重要事項について、書

面掲示に加え原則としてウェブサイトに掲載を義務付けるよう定

める。 

４点目は、その他所要の改正を行う。 
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施行期日については、令和６年４月１日からとする。 

なお、当該省令の一部改正省令は令和６年１月２６日に公布さ

れたところである。 

この後説明予定である、付議事案（２０）から（２２）の三つ

とともに整理条例として一つにまとめるよう検討しているところ

である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒇ 武蔵村山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設

備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一

部を改正する条例 

（高齢・障害担当部長提出） 

指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３

６号）の一部改正に伴い、管理者の兼務範囲等について改めると

ともに、身体的拘束等の適正化のための措置等及び事業所の運営

規程の概要等の重要事項の掲示方法について定め、併せて規定を

整備する必要があるので、本案を提出する。 

１点目は、管理者が兼務できる範囲を同一敷地内における他の

事業所、施設でなくても差し支えないよう改める。 

２点目は、身体的拘束等の適正化を推進する観点から緊急やむ

を得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこと及び

その記録を義務付けるよう定める。 

３点目は、事業所の運営規程の概要等の重要事項について、書

面掲示に加え原則としてウェブサイトに掲載を義務付けるよう定

める。 

４点目は、その他所要の改正を行う。 

施行期日については、令和６年４月１日からとする。 

なお、当該省令の一部改正省令は令和６年１月２６日に公布さ

れたところである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(21)  武蔵村山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指

定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 
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（高齢・障害担当部長提出） 

指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第３７号）の一部改正に伴い身体拘束

等の適正化のための措置等、事業所の運営規程の概要等の重要事

項の掲示方法及び指定居宅介護支援事業者が指定介護予防支援の

指定を受ける場合の人員配置について定め、併せて規定の整備を

する必要があるので、本案を提出する。 

１点目は、身体的拘束等の適正化を推進する観点から緊急やむ

を得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこと及び

その記録を義務付けるよう定める。 

２点目は、事業所の運営規程の概要等の重要事項について、書

面掲示に加え原則としてウェブサイトに掲載を義務付けるよう定

める。 

３点目は、事業所ごとに１以上の員数の介護支援専門員を置か

なければならないこと及び常勤かつ主任介護支援専門員である管

理者をおかなければならないこと等について定める。 

４点目は、その他所要の改正を行う。 

施行期日については、令和６年４月１日からとする。 

なお、当該省令の一部改正省令は令和６年１月２６日に公布さ

れたところである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(22)  武蔵村山市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 

（高齢・障害担当部長提出） 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成

１１年厚生労働省令第３８号）の一部改正に伴い、管理者の兼務

範囲等について改めるとともに、身体的拘束等の適正化のための

措置、事業所の運営規程の概要等の重要事項の掲示方法及びテレ

ビ電話装置等を活用して行うモニタリングについて定め、併せて

規定を整備する必要があるので、本案を提出する。 

１点目は、管理者が兼務できる範囲を同一敷地内における他の

事業所、施設でなくても差し支えないよう改める。 

２点目は、身体的拘束等の適正化を推進する観点から緊急やむ

を得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならないこと及び

その記録を義務付けるよう定める。 

３点目は、事業所の運営規程の概要等の重要事項について、書
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面掲示に加え原則としてウェブサイトに掲載を義務付けるよう定

める。 

４点目は、サービス担当者会議等において主治の医師の合意を

得ている場合等にテレビ電話装置等を活用したモニタリングを行

うことができるよう定める。 

５点目は、その他所要の改正を行う。 

施行期日については、令和６年４月１日からとする。 

なお、当該省令の一部改正省令は令和６年１月２６日に公布さ

れたところである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(23)  武蔵村山市地区計画区域内の建築物の制限に関する条例の一部

を改正する条例 

（都市整備部長提出） 

立川都市計画地区計画学園二丁目地区地区計画の都市計画変更

に伴い、当該地区で定める建築物に関する制限の内容との整合性

を図る必要があるので、本案を提出する。 

立川都市計画地区計画学園二丁目地区地区計画の都市計画変更

に伴い、地区整備計画の内容として定められた地区の区分、建築

物等の用途の制限及び建築物の敷地面積の最低限度等について、

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６８条の２第１項の

規定に基づき条例を改めることにより、良好な都市環境の確保を

図る。 

施行期日については、公布の日からとする。 

なお、立川都市計画地区計画学園二丁目地区地区計画の変更に

関する告示は、令和６年２月上旬から中旬を予定している。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(24)  令和５年度武蔵村山市一般会計補正予算（第１０号） 

（企画財政部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規

定により、本案を提出する。 

補正予算額は△４億６，９２１万７千円、補正後歳入歳出総額

は３３８億２，４３４万９千円である。 

歳入概要としては、新型コロナウイルスワクチン接種対策費負

担金、児童手当負担金、生活保護費負担金である。 

歳出概要としては、新型コロナウイルスワクチン接種経費、児
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童手当支給経費、都市核地区土地区画整理事業繰出金である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(25)  令和５年度武蔵村山市国民健康保険事業特別会計補正予算（第

２号） 

（市民部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規

定により、本案を提出する。 

補正予算額は１，０９２万６千円、補正後歳入歳出総額は８１

億９，６１９万２千円である。 

歳入概要としては、保険給付費等交付金及びその他一般会計繰

入金の増額である。 

歳出概要としては、保険給付費の高額療養費の増額である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(26)  令和５年度武蔵村山市介護保険特別会計補正予算（第３号） 

（高齢・障害担当部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規

定により、本案を提出する。 

補正予算額は△４，８２８万９千円、補正後歳入歳出総額は５

８億７，０９７万８千円である。 

歳入概要としては、国庫支出金等の減額、一般会計繰入金の減

額である。 

歳出概要としては、保険給付費の減額、地域支援事業費の増額

である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(27)  令和５年度武蔵村山市都市核地区土地区画整理事業特別会計補

正予算（第２号） 

（都市整備部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規

定により、本案を提出する。 

補正予算額は３８２万４千円、補正後歳入歳出総額は１６億４，

３３６万４千円である。 

歳入概要としては、保留地処分金の増額、都補助金の減額、一

般会計繰入金の減額である。 
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歳出概要としては、職員人件費、一般管理経費及び都市核地区

土地区画整理事業経費の増額である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(28)  令和５年度武蔵村山市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２

号） 

（市民部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規

定により、本案を提出する。 

補正予算額は１，６４０万８千円、補正後歳入歳出総額は１９

億７，２３２万３千円である。 

歳入概要としては、療養給付費繰入金の増額、保険料軽減措置

繰入金の減額である。 

歳出概要としては、療養給付費負担金の増額である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(29)  令和５年度武蔵村山市下水道事業会計補正予算（第３号） 

（建設管理担当部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規

定により、本案を提出する。 

収益的支出は、補正予算額９２万７千円、補正後予算額１３億

７，７２０万２千円、補正予算の主な内容としては、手当の増額

を補正するものである。 

資本的支出は、補正予算額７千円、補正後予算額８億７，０８

３万４千円、補正予算の主な内容としては、法定福利費の増額を

補正するものである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(30)  市道路線の認定について 

（建設管理担当部長提出） 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定によ

り、路線を認定するので、同条第２項の規定により、本案を提出

する。 

開発行為に伴う寄付の申出があり、市道路線として認定するも

のである。 

路線名は、一般市道Ｄ第２６２号線、起点は、武蔵村山市中原
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一丁目１６番地先、終点は、武蔵村山市中原一丁目１５番地先、

幅員は、１．８２～５．００ｍ、延長は１５４．３４ｍである。 

なお、新設路線が既設の路線に隣接されたことに伴い、起点と

終点が公道に隣接されたことから、路線の認定条件を満たし、既

設道路と合わせて新たに路線を認定するものである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(31)  市道路線の廃止について 

（建設管理担当部長提出） 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定に

より、路線を廃止するので、同条第３項の規定により、本案を提

出する。 

路線名は、一般市道Ｄ第１５５号線、起点は、武蔵村山市中原

一丁目１５番地先、終点は、武蔵村山市中原一丁目１５番地先、

幅員は、１．８２ｍ、延長は１２．７３ｍである。 

なお、当該廃止路線については、一つ前の議案にて認定予定の

一般市道Ｄ２６２号線が、本路線を含めて新たに認定されること

に伴い、既設道路の存置の必要がないと認められることから、本

路線を廃止するものである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(32)  市道路線の認定について 

（建設管理担当部長提出） 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定によ

り、路線を認定するので、同条第２項の規定により、本案を提出

する。 

開発行為に伴う寄付の申出があり、市道路線として認定するも

のである。 

路線名は、一般市道Ｅ第３０９号線、起点は、武蔵村山市三ツ

木一丁目１２番地先、終点は、武蔵村山市三ツ木一丁目１２番地

先、幅員は、１．８２～５．００ｍ、延長は１２５．２９ｍであ

る。 

なお、新設路線が既設の路線に隣接されたことに伴い、起点と

終点が公道に隣接されたことから、路線の認定条件を満たし、既

設道路と合わせて新たに路線を認定するものである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 
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(33)  市道路線の廃止について 

（建設管理担当部長提出） 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定に

より、路線を廃止するので、同条第３項の規定により、本案を提

出する。 

路線名は、一般市道Ｅ第２０７号線、起点は、武蔵村山市三ツ

木一丁目１２番地先、終点は、武蔵村山市三ツ木一丁目１２番地

先、幅員は、１．８２ｍ、延長は４４．６８ｍである。 

なお、当該廃止路線については、一つ前の議案にて認定予定の

一般市道Ｅ３０９号線が、本路線を含めて新たに認定されること

に伴い、既設道路の存置の必要がないと認められることから、本

路線を廃止するものである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(34)  東京都後期高齢者医療広域連合規約の変更について 

（市民部長提出） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の１１の規

定により、本案を提出する。 

２年ごとに改定される後期高齢者医療制度の保険料について

は、保険料の急激な上昇を抑えるため、その軽減に係る経費を、

区市町村の一般財源から分賦金（審査支払手数料及び保険料未収

金補填分等）として支弁しているが、令和６年度及び７年度の保

険料率改定に際しても、従前と同様の措置を継続するものである。 

施行期日については、令和６年４月１日からとする。 

なお、後期高齢者医療保険料改定については、令和６年１月３

１日東京都後期高齢者医療広域連合議会定例会で審議されるが、

令和６年度及び７年度の改定案は、均等割額が４７，３００円（９

００円、１．９％の増）に、所得割率が所得に応じて２通りとな

り、令和６年度については旧ただし書き所得が５８万円以下の場

合は８．７８％（△０．７１ポイント、７．５％の減）、５８万円

を超える場合は９．６７％（０．１８ポイント、１．９％の増）

に、令和７年度については一律に９．６７％（０．１８ポイント、

１．９％の増）に予定されている。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

【追加予定】 
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⑴ 教育委員会教育長の任命について 

（企画財政部長提出） 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第

１６２号）第４条第１項の規定に基づき、本案を提出する。 

武蔵村山市教育委員会教育長が令和６年３月３１日付で任期満

了となるので、後任の教育長を任命するものである。 

任期は、令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで（任期

３年）である。 

なお、教育委員会教育長池谷光二氏の任期満了によるものであ

る。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

【報告事項】 

⑴ 武蔵村山市第六次障害者計画・第七期障害福祉計画・第三期障

害児福祉計画について 

（高齢・障害担当部長提出） 

障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第１１条第８項の規

定により、報告する。 

令和６年度から令和８年度を計画期間とする武蔵村山市第六次

障害者計画・第七期障害福祉計画・第三期障害児福祉計画を策定

したことについて、これを議会に報告する。 

（結 論） 

報告事項として決定する。 

 

【諮問事項】 

⑴ 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

（企画財政部長提出） 

人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の

規定により、本案を提出する。 

人権擁護委員が令和６年９月３０日をもって任期満了となるた

め、後任の委員の候補者を議会の意見を聞いて法務大臣に推薦す

るものである。 

任期は、令和６年１０月１日から令和９年９月３０日まで（任

期３年）である。 

なお、市町村長が候補者を法務大臣に推薦する時期は、任期満

了の３か月前までとしている。 

人権擁護委員小峯喜美恵氏の任期満了によるものである。 

（結 論） 
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諮問事項として決定する。 

 

⑵ 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて 

（企画財政部長提出） 

人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の

規定により、本案を提出する。 

人権擁護委員が令和６年９月３０日をもって任期満了となるた

め、後任の委員の候補者を議会の意見を聞いて法務大臣に推薦す

るものである。 

任期は、令和６年１０月１日から令和９年９月３０日まで（任

期３年）である。 

なお、市町村長が候補者を法務大臣に推薦する時期は、任期満

了の３か月前までとしている。 

人権擁護委員島田妙美氏の任期満了によるものである。 

（結 論） 

諮問事項として決定する。 

 

議題２ その他 

 令和６年第１回市議会定例会の招集期日は２月２７日（火）である。 
 

会議録の開示 

・非開示の別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ） 

□非 開 示（根拠法令等：                   ） 
 

庶務担当課  企画財政部 企画政策課（内線：３７３） 

（日本産業規格Ａ列４番） 


